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研究成果の概要（和文）：多数の企業情報システム開発プロジェクトでの失敗が報じられ、とりわけ開発規模が
大規模化するにともない高い比率で計画通りに開発作業が進んでいない実態が指摘されている。本研究ではある
大手システムインテグレーション企業でのシステム開発プロジェクトを対象に、計画段階で予見されたリスク評
価と、事前に見積もられた計画工数・計画工期に対する実績工数・実績工期との差異に関する因果関係について
分析を行った。分析の結果はプロジェクト全体が異なるリスク要因を有する複数のグループ(潜在クラス)から構
成されており、かつ、各潜在クラスで事前の調整やコントロールが困難なリスク要因の特徴を明らかにしてい
る。

研究成果の概要（英文）：Numerous failures in information system development projects have been 
widely reported in various industries, highlighting a concerning trend. Particularly, it has been 
noted that as the scale of development projects increases, the proportion of projects that fail to 
progress as planned also rises significantly.
This study focuses on multiple information system development projects at a major system integration
 company in Japan and identified the causal relationship between the risk assessments in the 
planning phase and the difference in the effort and period between the estimated and actual work 
hours and schedules. The analysis reveals that system development projects can be classified into 
multiple groups (latent classes) with different risk factors. Furthermore, the study identifies the 
characteristics of risk factors within each latent class that are difficult to pre-adjust at the 
planning phase or control during the development phase.

研究分野： 経営情報論

キーワード： 企業情報システム　システム開発プロジェクト　リスク分析　ロジスティックス回帰分析　因子分析　
潜在クラスモデル

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
企業情報システム開発プロジェクトおけるリスク管理には多くの既存研究が存在する。しかしながら、その多く
はユーザ側の視点が中心であり、かつ、プロジェクトの結果が明らかになった後に遡及的にリスク要因を特定す
るアプローチであった。本研究はSI企業を対象に、遡及的なアプローチとは異なり計画段階でのリスク要因に関
する事前評価がプロジェクト完了時の実績に与える影響を計量的に解明することを試みたものであり、その点が
本研究での学術的意義でもある。そのことによる研究成果の社会的意義は、SI企業が特に注意を払うべき開発プ
ロジェクトを計画段階におけるリスク要因の事前評価により予め把握できることに寄与する点にある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
企業情報システム開発プロジェクト(以下、開発プロジェクト)を対象とした研究には古くより

工学系分野において開発手法やスケジューリング技法などが提唱され、また、その戦略や組織な
どの管理(マネジメント)に関する研究が経営学分野で行われてきた。しかしながら、ある大手シ
ステム開発企業における約 600 件の開発プロジェクトにおいて、プロジェクト開始前に見積も
られた計画工数とプロジェクト完了時に実際に費やされた実績工数との工数比(実績工数／計画
工数)を検証したところ、工数比が 1.0 を超過していた開発プロジェクト、つまり厳密に見た場
合、実績工数が計画工数を超過していた開発プロジェクトは全体の 6 割近く存在し、大幅な工
数超過となっている開発プロジェクトも散見された。 

事前にリスク要因の検証とともに、必要に応じて計画工数を確保するなどの対策が講じられ
ているにも関わらず、計画工数と実績工数が一致しない状況が生じる原因を探るには、開発プロ
ジェクト完了時から遡及的に個別のリスク要因の抽出と抽出されたリスクの事後評価
(evaluation)を行うだけでは不十分であり、プロジェクト開始前の計画段階で十分に調整や対応
がなされなかった潜在的なリスク要因を探し出すことが必要である。また、既存の開発プロジェ
クトに関するリスク要因の研究では、特にプロジェクトの初期段階において予見されたリスク
要因およびその事前評価(assessment)が、最終的にプロジェクト完了時の実績に与える影響や貢
献については十分に検証や考察がなされていない。本研究では既存研究に残されたこうした点
について、計画段階でのリスク要因の事前評価がプロジェクト完了時の実績にどのような関係
性を有するのかを明らかにする。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は開発プロジェクトの初期段階で予見されたリスク要因とその事前評価が、最
終的にプロジェクト完了時の実績に与える影響や貢献について計量的に解明することである。
そのために、以下の 2 点を主要な研究課題としている。 
(1) プロジェクト開始前に予見された各リスク要因に関する事前評価とプロジェクト完了時の実

績として工数比(実績工数／計画工数)や工期比(実績工期／計画工期)に着目し、工数や工期が
計画と実績に差異が生じる(=計画と実績が一致しない)原因として、計画段階では十分に調整
や対応がなされなかった潜在的なリスク要因を特定する。 

(2) 上記(2)を踏まえ、潜在的なリスク要因とプロジェクトの実績との関係を捉えることで、開発
プロジェクトにおけるリスク管理の課題を明らかにする。 

以上を踏まえ、本研究は開発プロジェクトのリスク管理に新たな視点を提供する。 
 
３．研究の方法 

本研究では、ある SI 企業(以下、A 社)から 2006 年 1 月以降に開始され 2019 年 3 月までに完
了した、比較的大規模かつ難易度の高い開発プロジェクト案件に関するデータの提供を受けた。
受け取ったデータは、開発が始まる前に見積もられたリスク評価やプロジェクト全体および各
工程での計画工数(人月)や計画工期などが記された 194 項目からなる方針データ、およびプロ
ジェクト完了後に実際に費やされた実績工数や実績工期、開発内容などが記された 298 項目か
らなる実績データである。ただし、方針データと実績データの双方が揃っていた開発プロジェク
トは 711 件(711 プロジェクト)であり、以下ではこれらを分析の対象とした。また、方針データ
でのリスク評価には 11 のリスク区分からなる 78 個のリスク評価項目が含まれており、各リス
ク評価項目はリスクの予測が「微」「小」「中」「大」の 4 段階で評価されていた。しかしながら、
途中で新規に追加されるなどにより、多くのプロジェクトで欠損値となっている項目が存在し
たことから、8 割以上の開発プロジェクトで欠損値となっているリスク評価項目は除外すること
とした。 
これらの開発プロジェクトに関するデータに基づき、本研究では主に 2 つの統計分析を試み

た。 
(1) ロジスティック回帰分析 
データ分析を行うために探索的アプローチを用いた。探索的アプローチは検証的アプローチ

とは対照的に、パターンの性質について事前に仮説を立てることなく有用なパターンを特定す
るのに適している(Hagiwara, 1992)。したがって、どの予測因子(リスク評価項目)が重要である
かを特定するために、本研究では主に二項ロジスティック回帰分析を適用した。この際、従属変
数となる開発プロジェクトの成功基準として、いくつかの SI 企業への聞き取りから開発プロ
ジ ェ ク ト と し て 許 容 さ れ る 工 数 比 (EFFORT VARIANCE)1.2 未 満 、 工 期 比 (TIME 
VARIANCE)1.0 未満と仮定し、欠損値の少ない 59 のリスク評価項目を独立変数と設定した。 

 
(2) 潜在クラス回帰分析 

上記のロジスティック回帰分析での結果を踏まえ、次に潜在クラス回帰分析
(Faria&Soromenho, 2010)の適用を試みた。潜在クラス回帰分析において正規分布の混合分布を



採用すると、以下のようなモデルとして表される。 

ℎ(𝑦𝑦 ∣∣ 𝑥𝑥, θ ) = �π𝑘𝑘ϕ�𝑦𝑦 ∣∣ β𝑘𝑘𝑥𝑥,σ𝑘𝑘2 �
𝐾𝐾

𝑘𝑘=1

 

ここで𝑦𝑦は従属変数で工数比の対数を用いた。𝑥𝑥はリスク指標に関する独立変数であり、𝐾𝐾は潜
在クラス数、𝜋𝜋𝑘𝑘は潜在クラス𝑘𝑘に所属する確率で、∑ 𝜋𝜋𝑘𝑘𝐾𝐾

𝑘𝑘=1 = 1を満たす。潜在クラス回帰モデル
では、プロジェクトが属するクラスは確率的に示される。その所属確率(プロジェクト情報が特
定されない場合の確率)は𝜋𝜋𝑘𝑘であるが、プロジェクト情報が与えられた事後確率も評価すること
ができ、あるクラス(たとえば𝑘𝑘)に属する事後確率が十分に高ければ、そのプロジェクトはクラ
ス𝑘𝑘に属すると解釈される。また、𝜃𝜃 = (𝛽𝛽1, … ,𝛽𝛽𝐾𝐾 ,𝜎𝜎1, … ,𝜎𝜎𝐾𝐾)であり、𝜙𝜙(𝑦𝑦|𝜇𝜇,𝜎𝜎2)は平均𝜇𝜇、分散𝜎𝜎2
の正規分布密度関数を表している。 
 
４．研究成果 
(1) ロジスティック回帰分析に基づく分析と考察 

工数比(EFFORT VARIANCE)に対して有意なリスク評価項目のとして「プロジェクト完了基
準の具態度(Clarification of project completion)」「(過去に)類似プロジェクトの有無(Similar 
project presence)」「システム移行に対する複雑さ(Data migration responsibility)」「要件定義
の具態度 (Requirements definition ability)」「開発要員の充足度 (Management man-hour 
sufficiency)」の 5 つが抽出された。これらのリスク評価項目に対して計画段階でリスクが高く
予見されていた場合、「システム移行に対する複雑さ」は仮定した開発プロジェクトの成功基準
を満たし成功となる可能性が高まる、つまり実績工数が計画工数を超過することを抑制するこ
とに寄与する要因となっている一方で、他の「プロジェクト完了基準の具態度」「類似プロジェ
クトの有無」「要件定義の具態度」「開発要員の充足度」は開発プロジェクトが失敗となる可能性
が高まる、つまり実績工数が計画工数を超過する傾向を高める要因となっていることが確認さ
れた(図1)。 
また、工期比(TIME VARIANCE)に対して有意なリスク評価項目のとして「工期遅延による顧

客への影響度(Delay impact on customer)」「開発規模に対するプロジェクトマネージャの経験
度(Project management experience (scale))」の 2 つが抽出された。同様にこれらのリスク評価
項目に対して計画段階でリスクが高く予見されていた場合、「工期遅延による顧客への影響度」
は実績工期が計画工期を超過することを抑制することに寄与する要因となっている一方で、「開
発規模に対するプロジェクトマネージャの経験度」は実績工期が計画工期を超過する傾向を高
める要因となっていることが確認された(図2)。 

 

 

図1: 工数に影響を及ぼすリスク要因の分析結果 図2: 工期に影響を及ぼすリスク要因の分析結果 
この分析では計画段階で行われるリスクの事前評価を踏まえ、工数や工期に影響を及ぼす重

要度の高いリスク評価項目の特定とともに、事前の調整もしくは開発段階で対応が容易なリス
クと困難なリスクを示している。「システム移行に対する複雑さ」および「工期遅延による顧客
への影響度」は、工数または工期の超過を抑制するように影響しており、これらのリスクに対す
る事前の調整や開発段階での対応は比較的容易であることが推測できる。他方で、「プロジェク
ト完了基準の具態度」「類似プロジェクトの有無」「開発要員の充足度」「要件定義の具態度」「開
発規模に対するプロジェクトマネージャの経験度」については、工数または工期を超過する傾向
を高める影響が示されており、これらについては計画段階でリスクが高く予見されても事前の
調整や開発段階での対応が困難な要因であることが推測される。 

ただし、本研究で試みたロジスティック回帰分析は、すべての開発プロジェクトにおいてリス
ク要因が同様に作用することを想定した分析である。しかしながら、分析対象とした開発プロ
ジェクト全体での工数比の分布状況(図 3: 色分けの区分をしない分布状況)は、工数比が高まる
に従い漸減しているわけではなく、統計処理で用いられる代表的な分布の形状にはうまく適合
しない。こうしたことから、開発プロジェクト全体は異なるリスク構造を有する複数のグループ
(潜在クラス)から構成されていると仮定した潜在クラス回帰分析を試みた。 

 
(2) 潜在クラス回帰分析に基づく分析と考察 

混合回帰モデルの推定には潜在クラスの数𝐾𝐾を事前に設定する必要がある。また、リスク指標
𝑥𝑥には、リスク評価項目が 78 項目と多数であることから、欠損値が多い項目を削除し、かつ、欠
損値の割合を全データの 3%以内に減少させた上で、因子分析にかけて次元の縮約を図ることと



した。ただし、因子分析では因子数の決定が課題となる。本研究では複数の指標を総合的に勘案
し、かつ、安定した結果を得るためにモンテカルロ CV(Monte Carlo Cross-Validation)に基づい
た推定と検証を繰り返し行い、最終的にクラス数𝐾𝐾を 3、リスク指標𝑥𝑥となる因子数を 7 とする
こととした。表 1 は抽出された 7 つのリスク因子について、各リスク因子を特徴付ける因子負
荷量が 0.1 以上のリスク評価項目とそれらに基づいたリスク因子の内容の説明(解釈)を、図 3 は
各潜在クラスに属する開発プロジェクトの工数比の分布を、表 2 は各潜在クラスの回帰係数と𝑝𝑝
値を含む混合回帰モデルの推定結果を示している。図 3 よりクラス 1(ピンク色のグラフ)は実績
工数が計画工数を下回る開発プロジェクトが多く属するクラスであり、対照的にクラス 3(水色
のグラフ)は計画工数を大幅に上回る傾向が強い開発プロジェクトが属するクラスである。クラ
ス 2(緑色のグラフ)は、クラス 1 のような実績工数が計画工数を下回る開発プロジェクトやクラ
ス 3 のような大幅な工数超過の開発プロジェクトは少なく、先述のロジスティック回帰分析に
おいて開発プロジェクトの成功基準として仮定した工数比が 1.2 周辺に分布が集中して見られ
る、いわゆる「一般的な開発プロジェクト」が多く属するクラスである。また、図 3 からは各潜
在クラスの分布が重なっている部分がある。こうした分布の重複は、工数比の実現値のみからリ
スク要因の影響を測ることが適切でないことを示唆している。 

 
表 1: 抽出されたリスク因子 

リスク因子 リスク評価項目 因子負荷量 因子寄与 説明率 工数比に 
対する相関 リスク因子の内容 

因子1 

遅延リスク1 0.118 

2.95 0.21 0.101 開発システムに関わる技術的要求の厳し
さ・複雑さ 

技術リスク5 0.112 
技術リスク6 0.137 
技術リスク7 0.203 
技術リスク8 0.194 
技術リスク9 0.146 
技術リスク10 0.152 

因子2 技術リスク13 0.954 2.25 0.16 0.083 品質に関する仕様の明確度 

因子3 技術リスク1 0.587 1.89 0.14 0.092 自社メンバーの業務知見・要件定義力 
技術リスク2 0.307 

因子4 提案リスク7 0.530 1.78 0.13 0.057 納品物の定義状況 
提案リスク8 0.356 

因子5 初物リスク2 0.649 1.77 0.13 0.086 顧客との開発実績 
初物リスク3 0.222 

因子6 技術リスク3 0.500 1.70 0.12 0.093 プロジェクトマネージャの経験・スキル 
技術リスク4 0.441 

因子7 

顧客リスク2 0.146 

1.60 0.11 0.155 
開発プロジェクトに対する顧客の経験・ス
キル(顧客の要件定義能力および開発プロ
ジェクトに対する経験度) 

顧客リスク3 0.124 
顧客リスク4 0.403 
顧客リスク5 0.148 
顧客リスク8 0.278 

注) 個々のリスク評価項目の名称および詳細は秘密保持契約に基づき公表しない。 

 

 図 3: 工数比の分布 
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表 2: 推定結果 

 クラス1 クラス2 クラス3 
係数 𝑝𝑝<0.01 𝑝𝑝<0.05 𝑝𝑝<0.10 係数 𝑝𝑝<0.01 𝑝𝑝<0.05 𝑝𝑝<0.10 係数 𝑝𝑝<0.01 𝑝𝑝<0.05 𝑝𝑝<0.10 

切片 0.005 1 2 3 0.111 48 48 48 0.415 48 48 48 
因子1 -0.012 0 1 1 0.026 20 39 43 0.069 3 19 34 
因子2 -0.056 47 47 47 0.030 47 47 47 0.076 0 15 30 
因子3 0.005 1 1 1 -0.012 0 1 6 0.058 0 8 14 
因子4 0.003 0 1 5 -0.009 0 1 2 0.020 0 0 0 
因子5 -0.028 7 28 41 0.034 46 47 47 0.021 0 0 0 
因子6 -0.015 1 2 9 0.030 29 40 45 0.010 0 0 0 
因子7 0.020 1 5 8 -0.014 1 4 16 0.152 44 47 47 
 
表 2 は 50 回の CV から𝑝𝑝値が 1%(𝑝𝑝<0.01)、5%(𝑝𝑝<0.05)、10%(𝑝𝑝<0.10)で有意となった各変数

の出現回数を表しており、低い有意水準で有意になる回数が多いほど、その変数がモデルにおい
てより有意であることを意味している。この結果より各潜在クラスで特に有意性が高いリスク
因子として確認されたのは次のとおりである。 

・クラス 1: リスク因子 2「品質に関する仕様の明確度」 
・クラス 2: リスク因子 2「品質に関する仕様の明確度」、リスク因子 5「顧客との開発実績」 
・クラス 3: リスク因子 7「開発プロジェクトに対する顧客の経験・スキル」 

このなかでリスク因子 2「品質に関する仕様の明確度」はクラス 1 とクラス 2 の両クラスで有
意となっているが係数は正負逆を示している。クラス 1 でのリスク因子 2 の係数は負であり、
これは計画段階でリスク因子 2 に関するリスク評価項目のリスクを高く見込むほど工数比が低
くなる、つまり、実績工数が計画工数を超過することを抑制することを意味している。リスクを
高く見込むほど工数比が低下するということは、一見すると矛盾しているように捉えられる。し
かしながら、計画工数はリスクを考慮した上でプロジェクト開始前に見積もられるため、計画段
階でリスク評価項目に高いリスクが予見されれば、それを軽減もしくは回避するために計画工
数を調整することにもなる。図 3 よりクラス 1 は実績工数が計画工数を下回る開発プロジェク
トが多く属するクラスであり、推定されたリスク因子 2 での負の係数は「品質に関する仕様の
明確度」に関するリスク評価への対応として、計画工数を過剰に調整した結果とも解釈できる。 
クラス 2 は工数比の分布が 1.2 周辺に集中して見られる一般的な開発プロジェクトのクラス

である(図 3)。クラス 2 ではリスク因子 2「品質に関する仕様の明確度」とリスク因子 5「顧客
との開発実績」に加え、リスク因子 1「開発システムに関わる技術的要求の厳しさ・複雑さ」と
リスク因子 6「プロジェクトマネージャの経験・スキル」も有意性が確認できる。また、いずれ
の係数も正であるため、計画段階でこれらのリスク要因に関するリスク評価項目に高いリスク
が予見された場合、開発プロジェクトの実績としては工数超過を起こす傾向が強まる。ただし、
過度な超過を引き起こす可能性は低く、開発過程である程度のコントロールとリスクの吸収が
可能な要因であると推測できる。 

他方、大幅な工数超過となる傾向が強い開発プロジェクトが属するクラス 3 では、リスク要
因 7 で強い有意性が示されている。リスク要因 7 は開発プロジェクトに対する顧客の経験・ス
キルに関する要因で、特に顧客の要件定義能力および開発プロジェクトに対する経験度といっ
た内容が強く関連しており、A 社にとってはコントロールが難しい外的なリスク要因であると
考えられる。つまり、事前にこうしたリスク要因に関連するリスクが高いと予見されたとしても、
計画段階においても開発過程においても、それに応じた適切な調整や対策を講じることは容易
ではないことが予想される。 

 
本研究では日本の SI 企業での開発プロジェクトにおいて、リスク評価項目に対する事前評価

(assessment)に基づき、計画段階で予見されたリスク要因とプロジェクト完了時の実績(工数比
や工期比)との関係性について分析と考察を行った。通常、SI 企業は計画段階においてそれぞれ
のリスク要因の事前評価に基づき、計画工数や計画工期の調整および開発段階での対策が講じ
られる。今回の分析においてリスク要因 3「自社メンバーの業務知見・要件定義力」およびリス
ク要因 4「納品物の定義状況」は、いずれの潜在クラスでも有意とはならなかった。つまり、こ
れらのリスク要因に関しては事前評価に応じた適切な事前の調整や開発段階での対応がなされ
ていると推測できる。 

他方で、リスク内容を正しく評価し、調整や対策を講じたとしても、開発プロジェクトにはコ
ントロールもしくは対応が困難なリスク要因が混在している。リスク要因 1「開発システムに関
わる技術的要求の厳しさ・複雑さ」、リスク要因 2「品質に関する仕様の明確度」、リスク要因 5
「顧客との開発実績」、リスク要因 6「プロジェクトマネージャの経験・スキル」、および取り分
けリスク要因 7「開発プロジェクトに対する顧客の経験・スキル」については、これらのリスク
要因に関連したリスク評価項目に対し高いリスクが予見されたとしても、必ずしも十分な事前
の調整や開発段階での対応が難しく、結果として工数超過を引き起こす傾向が強まることが明
らかとなった。こうした本研究で得られた成果は、計画段階におけるリスク要因の事前評価を踏
まえ、SI 企業が特に注意を払うべき開発プロジェクトを予め推測することに寄与するものであ
ると考えられる。 
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